
説明事項５ 
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居宅介護支援費（Ⅱ）算定時の留意事項について 

 

 令和６年度介護報酬改定により、令和 6 年 4 月 1 日以降、「ケアプランデータ連携

システムの活用及び事務職員の配置の体制」が「あり」の届出をしている事業所が「居

宅介護支援費（Ⅱ）」を算定することができるようになりました。 

※ケアプランデータ連携システムについてはインストールした日を基準として申請

することが可能です。 

 

★居宅介護支援費とは 

 

居宅介護支援費は、利用者が適切な介護サービスを受けられるように、ケアマネジ

ャーがケアプランを作成する等の支援に対して支払われる報酬で毎月算定します。 

事業所全体での取扱件数に応じて、次の区分に分かれます。区分と要介護度により

単位数が異なります。 

 

▼居宅介護支援費の区分と単位数 

 取扱件数 要介護１・２ 要介護３・４・５ 

居宅介護支援費

（Ⅰ） 

（ⅰ） 45件未満 1086単位/月 1411単位/月 

（ⅱ） 45件以上 60件未満 544単位/月 704単位/月 

（ⅲ） 60件以上 326単位/月 422単位/月 

居宅介護支援費

（Ⅱ） 

（ⅰ） 50件未満 1086単位/月 1411単位/月 

（ⅱ） 50件以上 60件未満 527単位/月 683単位/月 

（ⅲ） 60件以上 316単位/月 410単位/月 

 

 

★居宅介護支援費（Ⅱ）を算定する場合の事務職員の要件について 

①勤務形態は常勤でなくても可（非常勤でも可） 

②事務所内の配置に限らず、同一法人内の配置でも認められる 

 

★居宅介護支援費（Ⅱ）を算定する場合、以下のチェックリストを参考ください！ 

□ケアプランデータ連携システム及び事務職員の配置がされているか 

□居宅介護支援費（ⅰ）を算定する際の取扱件数を 50件未満としているか 

□「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」を提出したか 
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算定する場合は、電子申請で以下の２つの書類の提出が必要になります。 

安城市役所 HPより書類をダウンロードすることができます。 

 

 
 

 

ページ ID：20226 とご入力すると

ページがでてきます 

別紙 3-2 と別紙 1-1 はこちらから 

ダウンロードできます 
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～書類の記入例～ 

 

１ 別紙 3-2 介護給付費算定に係る体制等に関する届書             

 

 

２ 別紙 1-1 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（43:居宅介護支援）          
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参考 

●ケアプランデータ連携システムについて 

居宅介護支援事業所と介護サービス事業所との間で毎月やりとりされるケアプラ

ンの一部（予定・実績）をデータ連携するシステムです。 

 サービス提供票や居宅サービス計画書等、ＦＡＸや郵送などでやりとりしていた書

類がシステム上でデータの送受信ができるようになり、業務負担の軽減が期待できま

す。実施主体は、公益社団法人 国民健康保険中央会です。 

 


